
国別援助方針　別紙

2014年4月現在

基本方針
（大目標）

重点分野１
（中目標）

2013

年度
以前

2014

年度
2015

年度
2016

年度
2017

年度
2018

年度

産業人材育成分野ボランティア派遣 SV

経済連携研修（小泉・アブドゥラ経済連携研修） 国別研修

経済連携協定推進分野課題別研修他 課題別研修他

アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト（フェーズ3） 技プロ 39.5 アセアン対象地域協力案件

高等教育借款基金計画（Ⅲ） 有償 76.44

マレーシア日本国際工科院整備計画（MJIIT) 有償 66.97

マレーシア日本国際工科院整備事業附帯プロジェクト 技プロ 4.6

パハン・スランゴール導水計画 有償 820.4

アジア地域の低炭素社会化シナリオの開発 科学技術 2.0

エネルギー・資源分野課題別研修他 課題別研修他

マレーシアにおける地すべり災害および水害による被災地低減に関する研究
プロジェクト

科学技術 3.9

防災対策分野課題別研修他 課題別研修他

日ASEAN物流パートナーシップ 国土交通省技協

日ASEAN交通分野における環境に関する行動計画 国土交通省技協

交通分野における防災対策協力事業 国土交通省技協

労働安全衛生分野課題別研修 課題別研修他

対マレーシア　事業展開計画

備考
支援額

（億円）

先進国入りに向けた均衡のとれた発展の支援

協力プログラム名 スキーム

①協力パートナーとしての関係構築、②東アジアの地域協力の推進

プロジェクト名

【開発課題への対応方針】
　2020年を目標とした先進国入りのために解決すべき課題への取組の中で依然として重要な開発課題となっている、環境・エネル
ギー、社会的弱者支援、税務行政、中小企業振興、職業訓練および社会基盤整備等の分野について協力を実施する。また、日・マ
レーシア経済連携協定を考慮に入れつつ、マレーシアと我が国双方がメリットを享受できる分野に関して、我が国の経験や高い技
術を活用した協力を行う。併せて、人的交流を通じた両国間の理解促進を推進する。上記分野における協力にあたっては従来の協
力スキームに加え、日馬経済連携協定での取極めに従いつつ、事業費のコストシェアやマレーシア側の費用負担による日本の知
見・技術の提供といった協力形態の導入を図る。

高付加価値経済
推進プログラム

先進国入りに向けた最終段階の協力
として、日マレーシア経済連携協定
関連案件、高等教育や環境・エネル
ギー、インフラ整備といった経済高
度化に資する支援を行う。

【現状と課題】
　2010年3月、マレーシア政府は長期経済政策の指針となる「新経済モデル」を発表した。同モデルは地域および世界市場で競争力のある

マレーシア経済を創出し、1人当たり所得を2020年には15,000米ドルに上げることを将来の展望としている。併せて(1) 1 Malaysia （国民

統合の運動）、(2) Government Transformation Programme（行政サービスの改善）、(3) Economic Transformation Programme（高所得経

済に向けた包括的、持続的な開発）および(4)第10次マレーシア計画の政策により、1991年にマハティール首相（当時）が表明した2020年

までの先進国入りを目標とする「ビジョン2020」を達成するとしている。

　第10次マレーシア計画では、教育・就労機会の均等化、社会的弱者の保護、開発と環境保護の調和等が重要課題として挙げられてお
り、先進国入りに向けた経済開発と先進国入りのために残された国内課題への対応の両立が重要になっている。
　なお、2006年7月に発効した日マレーシア経済連携協定（JMEPA）では、農林水産、教育及び人材養成、情報通信技術、科学技術、中
小企業、観光、環境の諸分野における協力を掲げており、当該分野における本邦研修をコストシェアで実施している。

協力プログラム概要

開発課題
（小目標）

経済高度化推進と
生活の質改善



サバ州を拠点とする生物多様性・生態系保全のための持続可能な開発プロ
ジェクト

技プロ

生物多様性保全のためのパーム油産業によるグリーン経済の推進プロジェク
ト

科学技術 3.2

環境保全分野ボランティア派遣 JOCV

環境保全分野草の根技協 草の根技協

障害者の社会参加支援サービスプロジェクト（フェーズ2） 技プロ

障害者福祉分野ボランティア派遣 SV

障害者福祉分野ボランティア派遣 JOCV

高齢化社会に向けた地域社会に根差したプログラム及び社会的支援の構築プ
ロジェクト

技プロ

消防行政能力向上 国別研修

東南アジア地域持続的水産業推進事業 マルチ 農水省SEAFDEC拠出事業

その他国民生活向上プログラム関連課題別研修他 課題別研修他

その他国民生活向上プログラム関連草の根技協 草の根技協

重点分野２
（中目標）

2013

年度
以前

2014

年度
2015

年度
2016

年度
2017

年度

貿易促進のための税関政策アドバイザー 個別専門家

海上保安能力向上プロジェクト（フェーズ2） 技プロ

海上保安実務能力及び教育訓練制度向上プロジェクト 技プロ

東南アジア向け発生源における鳥インフルエンザ診断 第三国研修

アジアにおけるSPS関連対策・越境性感染症対策総合支援事業 マルチ 農水省FAO・OIE拠出事業

アジア・太平洋地域における動物衛生対策活動支援事業 マルチ 農水省OIE拠出事業

“ワンヘルス”による動物疾病対策・食料安全保障強化事業 マルチ 農水省OIE拠出事業

ラオス・ミャンマー・ベトナム向け労働安全衛生管理 第三国研修

その他アセアン連携推進プログラム関連ボランティア派遣 SV

ミャンマー向け税関研修所管理運用強化 第三国研修

アセアン＋3中長期需給情報整備事業 マルチ
農水省東南アジア諸国連合（ASEAN)事務局
拠出金

アセアン＋3緊急米備蓄体制確立拠出金事業 マルチ 農水省ASEAN事務局拠出金

スキーム

【開発課題への対応方針】
　マレーシアが我が国と協調して、我が国を含む東アジア地域の発展・統合に貢献できる分野について積極的に支援する。具体的
には、アセアン統合に資する分野等、地域全体への貢献が認められる分野について協力を展開する。保健分野に関しては、国際保
健政策を念頭に置いた取組を行う。

支援額

（億円）
備考

アセアン連結性関連（税関、標準化
等）や、海上保安、感染症等の域内
共通課題等、アセアン経済統合促進
に向けて、我が国と協働しながらマ
レーシアの強みを活かした取り組み
を推進する。

アセアン連携推進
プログラム

開発課題
（小目標）

東アジア地域共通課
題への対応

プロジェクト名協力プログラム概要

開発課題
（小目標）

経済高度化推進と
生活の質改善
（続き）

国民生活向上
プログラム

国内経済格差の是正、高齢化社会へ
の対策、環境、障害者福祉、防災対
策等の国民福祉向上に資する支援を
行う。

東アジア地域共通課題への対応

協力プログラム名

【現状と課題】
　マレーシアは、国際海上交通の要衝であるマラッカ海峡に面している。同海峡の海上治安の確保、テロ対策の強化、密輸・凶悪事件等
による治安悪化への対策は、我が国の安全保障にも直結する課題であると同時に、貿易をはじめとするアセアン域内全体の経済活動にも
大きな影響を与える重要な事項である。また、鳥・新型インフルエンザに代表される感染症が、地域的な問題として顕在化している。
　これらの課題についてはマレーシア国内のみならずアセアン域内の総合的な安全保障およびアセアン連結性の推進をはじめとする経済
発展に対する取り組みが求められている。



重点分野３
（中目標）

2013

年度
以前

2014

年度
2015

年度
2016

年度
2017

年度

カンボジア・ラオス向け開発計画プロジェクト管理 第三国研修

統合的な生物多様性・生態系保全 第三国研修

カンボジア・ラオス・ミャンマー向け職業訓練技術教育 第三国研修

カンボジア向け職業訓練技術教育 第三国研修

カンボジア・ラオス・ミャンマー向け税務行政 第三国研修

アフリカ諸国向けTQMおよびカイゼンを通じた生産性および競争力強化 第三国研修

アフリカ諸国向け中小企業振興 第三国研修

アフリカ諸国向け投資促進 第三国研修

アフリカ諸国向け貿易振興 第三国研修

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝青年
海外協力隊）、「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等
が実施している技術協力）、「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「無償」（＝以下に特記するサブスキームを除く全ての無償資金協力）、「ノンプロ」（＝ノン・プロジェクト無償及び中小企業ノン・プロジェクト無償資金協力）、「草の
根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償）、「一般文化」（＝一般文化無償）、「草の根文化」（＝草の根文化無償）、「有償」（＝円借款）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「中小企業支援」（＝中小企業製品・技
術とＯＤＡのマッチング事業「ニーズ調査」、「案件化調査」および「普及・実証事業」、かつ中小企業連携促進基礎調査）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）

備考

東アジア地域を越えた日・マレーシア開発パートナーシップ

【現状と課題】
2010年、マレーシア政府は他国に対する技術協力等による二国間及び地域間協力であるMalaysia Technical Cooperation Programmeの監
督省庁を経済企画庁から外務省へ移管し、支援対象国との政治・経済の関係強化を進めている。マレーシア自身の対途上国支援（南南協
力）をサポートする我が国の協力は、マレーシアの政策と整合しており、また、マレーシアの援助能力強化に資することから、日・マ
レーシアの従来の援助国・被援助国という垂直的・片務的関係から、国際社会の共通の発展を目指すためのパートナーとしての関係を更
に強化する段階に来ている。

協力プログラム名 プロジェクト名

南南協力推進プログ
ラム

協力プログラム概要
支援額

（億円）
スキーム

【開発課題への対応方針】
　ODA卒業移行国入りに伴いその位置づけの重要性が増してくるマレーシアのドナー化、具体的にはマレーシアの近隣諸国、アフ
リカ、イスラム地域等に対し、マレーシアの開発経験を共有するための支援を拡充する。なお、上記の支援にあたっては日本とマ
レーシアによるコストシェアを基本としつつも、受益国による費用負担の可能性を検討していく。

開発課題
（小目標）

東アジア地域を
越えた

日・マレーシア
開発パートナー

シップ

マレーシアの開発経験／強みやJICA

の協力アセットを活かした南南協力
案件の形成・実施を支援する。同時
に南南協力の一層の実施を促進する
ためのパートナーシッププログラム
形成を促進する。


